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建設施工の課題と建設ロボット技術

少子高齢化（熟練者不足）
鉄筋・鉄骨工

コンクリート工

低い労働生産性 ダム

施工現場の安全確保
無人化施工

資料）国土交通省

土工・舗装工（情報化施工）

掘削・運搬工事（無人化施工）

コンピュータージャンボ

山岳トンネル工事地球温暖化問題

シールド工事
コンピュ タ ジャンボ

資料）西松建設

基礎工

国際展開

多発する自然災害

シールドマシーン
資料）鹿島建設

基礎工

維持修繕

2社会資本の老朽化 点検・調査

トンネル無人調査

資料）国土交通省



建設ロボット技術の変遷

国土交通省と民間が連携した取り組み
建設ロボット技術建設ロボット技術
無人化施工
点検・調査技術（トンネル臨時点検の無人調査ユニット）
情報化施工

民間中心の取り組み民間中心の取り組み
建設ロボット技術
山岳トンネル工事山岳トンネル工事
シールド工事
無人化施工無人化施
プレハブ・プレキャスト技術
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建設ロボット技術に関する国土交通省の取り組み
S58-62 総合技術開発プロジェクト技

「ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ利用による建設技術高度化ｼｽﾃﾑの開発」
※レーザー光を利用したブルドーザの排土板制御技術を開発

H2 6 総合技術開発プ ジ クトH2-6 総合技術開発プロジェクト

「建設事業における施工新技術の開発」
※自動化ｵｰﾌﾟﾝｹｰｿﾝ工法 自動化ﾌｨﾆｯｼｬ等の開発 ﾕﾆｯﾄ鉄筋・埋設型枠※自動化ｵｰﾌﾝｹｰｿﾝ工法、自動化ﾌｨﾆｯｼｬ等の開発、ﾕﾆｯﾄ鉄筋・埋設型枠
・大型ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品等の活用による鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の施工合理化
技術の開発

H7 5 「メカテクノビジョン（建設生産革新の技術を目指して）」策定H7.5 「メカテクノビジョン（建設生産革新の技術を目指して）」策定
※建設生産の革新と生産技術の目標、建設生産をとりまく動向、技術開発の
現状と課題、今後の技術開発の方向性と仕組み

H15 11 「国土交通省技術基本計画 策定H15.11 「国土交通省技術基本計画」策定
※「重点プロジェクト」に「建設ロボット等による自動化技術の開発」を位
置付け

H15-19 総合技術開発プロジェクト

「ロボット等によるＩＴ施工システムの開発」
※３次元情報を用いた施工管理技術の開発 建設機械のＩＴ施工技術の開発※３次元情報を用いた施工管理技術の開発、建設機械のＩＴ施工技術の開発

H24秋 「国土交通省技術基本計画」策定（予定）
※ 「重点プロジェクト」に「建設ロボット技術に関する研究」を位置付け
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H6 1 雲仙普賢岳にて「試験フィ ルド制度」により無人化施工を導入

無人化施工に関する国土交通省の取り組み

H6.1 雲仙普賢岳にて「試験フィールド制度」により無人化施工を導入

Ｈ６．１０ 除石工にて本格的に実施
Ｈ７．９ 砂防堰堤築造を本格的に実施

※ＲＣＣ工法 情報化施工機器等の導入※ＲＣＣ工法、情報化施工機器等の導入
Ｈ１６ 総合評価方式による課題設定により、種々の無人化技術の開発が促進

※課題は、着工前測量、施工時測量、ライン引き、はつり等の作業の無人化
Ｈ２１．８ 無線がデジタル化へ移行開始

H11 「簡易遠隔操縦装置（ロボQ）」の開発（九州地方整備局）

Ｈ２１．８ 無線がデジタル化へ移行開始

Ｈ２３．４ 超長距離遠隔操作実験

※災害に対する迅速な対応、汎用機械への取付による適用性拡大が目的

「共用変換器搭載型無人化施工システム」の開発（北陸地方整備局）
※建設機械のメーカー・機種・形式が違っても同一の送信機で遠隔操作が可能

H12.4 有珠山噴火災害に適用
※災害時における高出力無線の使用

「H14 「無人ラフテレーンクレーン」の開発（北陸地方整備局）
※立ち入り危険区域の無人化により、仮設工事が省略でき、構造物を迅速に整備

H20 10 岩手・宮城内陸地震にて無人化施工を実施H20.10 岩手・宮城内陸地震にて無人化施工を実施

H2１ 「分解対応型バックホウ」の開発（東北地方整備局）
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無人化施工に関する国土交通省の取り組み

試験フィールド（除石工） H7.1 水無3号、赤松2号堰堤 H12.12 赤松谷4号床固工 H18.9

ＲＣＣ打設 H21.8
平板載荷試験 H21.8 マシンガイダンス H21.8
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無人化施工に関する国土交通省の取り組み

Ａ社送信機

Ｂ社送信機

Ａ社受信機

Ｂ社受信機

Ａ社建設機械

Ｂ社建設機械

一
般
の
遠
隔
操

Ｃ社送信機 Ｃ社受信機 Ｃ社建設機械

共通送信機 受信機

操
縦
機
械

共用変換器共 Ａ社建設機械共通送信機 受信機 共用変換器共
用
変
換
器
搭
載
型

Ａ社建設機械

Ｂ社建設機械

Ｃ社建設機械

共通送信機 受信機 共用変換器

共通送信機 受信機 共用変換器

「簡易遠隔操縦装置（ロボＱ）」 「共用変換器搭載型無人化施工システム」

型 Ｃ社建設機械共通送信機 受信機 共用変換器
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トンネル臨時点検の無人調査ユニット

H18-20 トンネル臨時点検の無人調査ユニットの開発（北陸地方整備局）

○ 大地震により被災したトンネルは、余震が続く状況下では崩壊の危険性が高く、
人間による現地調査は実施が困難

H18 20 トンネル臨時点検の無人調査ユ ットの開発（北陸地方整備局）

○ 地震被災後の余震が続く状況のなかでも、無人で坑内の映像情報の収集を可
能とする装置を開発し、安全で迅速な災害復旧活動の支援に資する
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情報化施工とは

ICT（情報通信技術）を建設施工に活用して 高い生産性と施工品質を実現する新しい施工システムICT（情報通信技術）を建設施工に活用して、高い生産性と施工品質を実現する新しい施工システム

衛星測位を用いて設計データと現在
の位置データを比較し 排土板を制

３次元マシンコントロールの事例

の位置デ タを比較し、排土板を制
御（高さ・勾配）するシステム

GNSS又はﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ

XYZ

屋外の位置特定、通信、情報処理等の技術開発と
普及に伴い、情報化施工技術は実用化

※MC：ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ、MG：ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ、TS：ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ、GNSS：衛星測位ｼｽﾃﾑ

施工に関する技術 施工管理に関する技術

情報化施工技術の例

設計面
現地盤

施工に関する技術 施工管理に関する技術

TS出来形管理技術(土工)MCﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ技術 TS･GNSS締固め管理技術MC/MGﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ技術 MGﾊﾞｯｸﾎｳ技術
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情報化施工に関する国土交通省の取り組み（～H19）

S58-62 総合技術開発プロジェクトS58 62 総合技術開発プロジェクト

「ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ利用による建設技術高度化ｼｽﾃﾑの開発」
※レーザー光を利用したブルドーザの排土板制御技術を開発

H2 6 総合技術開発プロジェクトH2-6 総合技術開発プロジェクト

「建設事業における施工新技術の開発」
※自動化ｵｰﾌﾟﾝｹｰｿﾝ工法、自動化ﾌｨﾆｯｼｬ等の開発、ﾕﾆｯﾄ鉄筋・埋設型枠・大型ｺﾝｸ
ﾘ ﾄ 次製品等 活用による鉄筋 ｸﾘ ﾄ構造物 施 合理化技術 開発ﾘｰﾄ二次製品等の活用による鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の施工合理化技術の開発

H7.5 「メカテクノビジョン（建設生産革新の技術を目指して）」策定
※建設生産の革新と生産技術の目標、建設生産をとりまく動向、技術開発の現状と課
題 今後の技術開発の方向性と仕組み題、今後の技術開発の方向性と仕組み

H13.3 「情報化施工のビジョン-21世紀の建設現場を支える情報化施工-」策定
※情報化施工に対する背景と意義、情報化施工を構築する技術の動向、情報化施工の
現状 情報化施工の将来像 情報化施工の効果 情報化施工の促進に向けて現状、情報化施工の将来像、情報化施工の効果、情報化施工の促進に向けて

H15-19 総合技術開発プロジェクト

「ロボット等によるＩＴ施工システムの開発」
※３次元情報を用いた施工管理技術の開発、建設機械のＩＴ施工技術の開発

H19.5 「国土交通省イノベーション推進大綱」策定
※ 「施工の情報化の推進」を位置付け施 情報化 推進」 位置付
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情報化施工に関する国土交通省の取り組み（H20～）

H20.2 「情報化施工推進会議」設置H20.2 情報化施工推進会議」設置
※産学官で構成 【委員長：建山和由 立命館大学教授】

H20.7 「情報化施工推進戦略」(H20～24)策定
重点目標とロ ドマップ重点目標とロードマップ

１． 重点目標 ２． ロードマップ
①３～５年で情報化施工を標準的な工法に位置づける
②リース・レンタルも含め機器・システムが容易に調達できる環境を整備
③工事発注者 施工企業等の人材育成

→５年後の普及目標

（短期的）2012年までの具体的な進め方
（中長期）2025年に向けて実現すべき社会に向けたロードマップ

→中長期的な目標、将来実現すべき
社会に向けて

H22.8 「情報化施工技術の一般化・実用化の推進について」通達

③工事発注者、施工企業等の人材育成 （中長期）2025年に向けて実現すべき社会に向けたロードマップ

情報化施工技術の一般化・実用化の方針

１． 一般化・実用化に向けた情報化施工技術 ２． 一般化の推進にあたっての具体的な措置
一般化推進技術・・・TS出来形技術（土工）、MCﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ技術
実用化検討技術・・・MC/MGﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ技術、MGﾊﾞｯｸﾎｳ技術

TS･GNSS締固め管理技術
※ その他技術も必要に応じて積極的に実用化を推進

①技術導入に必要な初期投資、初期設定費用の計上
②入札契約時及び工事成績評定での措置
③技術を円滑に導入するための環境整備
（3次元デ タの貸与 監督 検査要領等の策定 税制 融資の周知）

H24.8 「社会資本整備重点計画」閣議決定
※「計画の実効性を確保する方策」に「情報化施工の普及の促進」を位置付け

※ その他技術も必要に応じて積極的に実用化を推進 （3次元データの貸与、監督・検査要領等の策定、税制・融資の周知）

H24.秋 「国土交通省技術基本計画」策定(予定)
※ 「重点プロジェクト」に「情報化施工に関する研究」を位置付け

H24年度中 次期「情報化施工推進戦略」(H25～29)策定(予定)H 年度中 次期 情報化施 推進戦略」(H 5 9)策定(予定)
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情報化施工技術の普及状況

372

350

400
H20 H21 H22 H23

その他に含まれる技術

（H24.6末現在）
約40％

活用率

○情報化施工技術の普及状況

225

200
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実用化検討技術
その他に含まれる技術
•加速度応答による締固め管理
• ｱｽﾌｧﾙﾄの温度管理
•レーザースキャナー
• 3D－CAD 他

一般化推進技術
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0
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10 9
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32

0

50

MC

ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

技術

TS出来形

管理技術

（土工）

MC/MG

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

技術

MG

ﾊﾞｯｸﾎｳ

技術

TS･GNSS

締固め

管理技術

TS出来形

管理技術

（舗装）

その他

H23工事件数技術 （土工） 技術 技術 管理技術 （舗装）

平成22年度 平成23年度

○一般化推進技術の計画的な普及推進の進捗状況

平成22年度 平成23年度 ＴＳ出来形管理技術（土工）ＭＣモータグレーダ技術

舗装工用の技術
（路盤工）

舗装工用の技術土工用の技術
H23工事件数
およそ160件

H23工事件数
およそ440件

H23工事件数およそ950件

平成22年度 平成23年度

目
標

活用工事件数（件）

活用率（％）
150～200件
（11.4～15.2%）

－
27.0%以上

実
績

活用工事件数（件）

活用率（％）
225件
17.1%

372件
38.8%

平成22年度 平成23年度

目
標

活用工事件数（件）

活用率（％）
30～40件
（14.0～18.6%）

－
30.0%以上

実
績

活用工事件数（件）

活用率（％）
55件
25.6%

71件
44.1%

ＴＳ出来形管理技術（土工）ＭＣモ タグレ ダ技術

績 活用率（％） 17.1% 38.8%績 活用率（％） 25.6% 44.1%

活用率＝活用工事件数／対象工事件数
対象工事は、1,000m3以上の河川土工、道路土工を含む工事。

活用率＝活用工事件数／対象工事件数
対象工事は、路盤工を含むＡランク、または、5,000㎡以上
の路盤工を含むＢランクの舗装工事。
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情報化施工に関する施工管理、監督検査要領の策定
○情報化施工技術の普及促進のための環境整備の一つとして要領を策定

対象技術 対象 策定／改定 策定・改定された要領の名称

監督・検査要領･･･監督・検査職員向けに、実施項目を示したもの
施工管理要領･･･施工企業向けに、基本的な取り扱い方法や計測方法、手順を示したもの

対象技術 対象 策定／改定 策定 改定された要領の名称

TS・GNSS締固め管
理

監督・検査 策定 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領

施工管理 改定 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領

監督 検査 改定
TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川土工編）

TS出来形（土工）
監督・検査 改定 TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（道路土工編）

施工管理 改定 TSを用いた出来形管理要領（土工編）

TS出来形（舗装工）
監督・検査 策定 TSを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）

出来形（舗装 ）
施工管理 策定 TSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）

情報化施工技術

平成15年度
(2003)

平成16年度
(2004)

平成17年度
(2005)

平成18年度
(2006)

平成19年度
(2007)

平成20年度
(2008)

平成21年度
(2009)

平成22年度
(2010)

平成23年度
(2011)

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1

策定

要

TS･GNSS(GPS)
締固め回数
管理技術

監督･検査

施工管理

TS出来形
監督･検査

策定

策定

改定

改定

領

管理技術
(土工)

施工管理

TS出来形
管理技術
(舗装)

監督･検査

策定

策定

策定

改定改定

(関東地整版の策定)
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(舗装)
施工管理

参 考
(情報化施工推進戦略の策定)

※ＴＳ出来形管理用のデータ交換標準、ソフトウェア機能要求仕様書も併せて整備



建設ロボット技術に関する民間の取り組みの例

S50年代 無人コンパクタ（開発）S50年代 無人コンパクタ（開発）
※オペレータ1人で5台のコンパクタを遠隔操作（実作業無し）

鉱山用無人運搬システム（デモ）
※誘導線からの電波を検知しながらの鉱山用ﾀﾞﾝﾌﾟの無人走行

S60年代 ＲＣＤダム施工システム（現場実験）
※光波式位置検出器を用いた振動ローラの無人運転（宮ヶ瀬ダム）※光波式位置検出器を用いた振動ロ ラの無人運転（宮ヶ瀬ダム）

鉱山用無人運搬システム（実用化）
※ｼﾞｬｲﾛ、車軸回転ｴﾝｺｰﾀﾞ、路側位置修正ﾎﾟｰﾙを用いた鉱山用ﾀﾞﾝﾌﾟの無
人走行人走行

H元年代 建設用無人運搬システム（現場実験）
※ｼﾞｬｲﾛ、車軸回転ｴﾝｺｰﾀﾞ、ﾚｰｻﾞ受光装置等を用いたダンプの無人走行

雲仙普賢岳無人化施工（H6～）
※公募による民間からの施工法提案により無人化施工を実施

※その後 全国150件以上の災害対策・災害復旧に導入※その後、全国150件以上の災害対策・災害復旧に導入

H10年代 鉱山用無人運搬システム（高度化）
※GPS、無線LANを用いた鉱山用ﾀﾞﾝﾌﾟの無人走行

14



山岳トンネル工事に関する民間の取り組み

S20 40 NATM要素技術 機械（建設 ボ ト） 導入S20-40 NATM要素技術、機械（建設ロボット）の導入

S41-54 機械（ロボット）化施工への移行S41 54 機械（ロボット）化施工への移行
※施工性向上が目的

S51 日本初のNATM工法の採用
※機械化の本格導入※機械化の本格導入

S55-H7 管理手法の確立、機械の大型化、ICT化を導入
※施工性向上が目的

H8-24 管理手法の高度化、機械の大型化・自動化、ICT化の促進

15
【コンピュータジャンボ】



シールド工事に関する民間の取り組み

S40 55 泥水式 土圧式シ ルド 法を採用S40-55 泥水式、土圧式シールド工法を採用
※大断面化、大深度化（高水圧化）、長距離化へ適用範囲が拡大

S61 複円形シールド工法の開発S61      複円形シ ルド工法の開発
※特殊断面化へ適用範囲が拡大

H1 地中接合技術の開発
※さらなる長距離化を目的にシールドトンネルを機械的に地中接合する技術を開発※さらなる長距離化を目的にシ ルドトンネルを機械的に地中接合する技術を開発

H2-12  シールド機自動制御技術、セグメント自動組立技術の開発
※高速化、省力化を目的にシールド工法を全自動にする技術を開発

H7-17 ワンパスセグメント 、同時掘進シールド技術の開発
※高速化、省力化と併せてコスト縮減、高耐久性拡大を目的にボルト締結を省略したセグメント
の開発とシールド掘進とセグメント組立を同時に施工する技術を開発

貫入リング挿入側

貫入リング受入側

【地中接合技術】

16
【複円形シールド工法】 【セグメント自動組立技術】



無人化施工に関する民間の取り組み

H6 11 遠隔操作技術 確立H6-11  遠隔操作技術の確立
※危険区域作業の安全確保が目的

H11-15 遠隔操作の長距離化、無線の多様化、工種の多様化へ進展H11 15 遠隔操作の長距離化、無線の多様化、工種の多様化へ進展
※緊急対策から堤体構築へ工事が拡大

H16-24 通信のデジタル化、超長距離化へ進展
※通信機器や通信環境の進展に伴い進化※通信機器や通信環境の進展に伴い進化

H17-24 施工管理面の充実
※危険区域内の施工管理が目的

【RCCによる堰堤】 【護床ブロックによる仮設堰堤】 【型枠ブロックによる堰堤】

17
【無人転圧管理システム】 【マシンコントロールシステム】



プレハブ化・プレキャスト化に関する民間の取り組み

S60年代 【山岳トンネル工事】 スライドセントルの開発
※従来の型枠から移動可能な鋼製型枠（スライドセントル）の開発（施工性が向上）

【山岳トンネル工事】 プレキャストトンネル工法の開発
※従来の現場打ちコンクリートからプレキャスト部材による構築工法の開発（工期短縮）

【山岳トンネル工事】 プレキャストアーチ部材の開発
※トンネル坑口部を従来の現場打ちコンクリートからプレキャスト部材による構築の開発

（ 期短縮）（工期短縮）

H元年代 【シールド工事】セグメントピースの大型化
※セグメントの分割数減少やセグメント幅の増大による組立回数の減少（高速化へ対応）※セグメントの分割数減少やセグメント幅の増大による組立回数の減少（高速化へ対応）

【シールド工事】セグメント自動組立・搬送装置の開発
※各装置のリモコン操作から自動運転とすることによるセグメントの組立・搬送時間の

短縮と人員を削減（高速化、省力化へ対応）短縮と人員を削減（高速化、省力化へ対応）

H10年代 【シールド工事】ワンパスセグメントの開発
※従来のボルト接合から楔などを用いたボルトレス接合による組立時間の短縮と人力作業の従来 接合 楔 用 接合 組 時間 短縮 人力作業

削減（高速化、省力化へ対応）

【無人化施工】護床ブロックによる仮設堰堤の構築
※RCCによる堰堤からブロックによる仮設堰堤構築の開発（迅速性、撤去性へ対応）

【無 】 ブ 築
1818

【無人化施工】 型枠ブロックを使用した砂防堰堤の構築
※RCCによる堰堤から型枠ブロックを利用した築堤技術の開発（施工性の向上）



建設ロボット技術の現状

国土交通省のプロジェクト国土交通省のプロジェクト

各省のプロジェクト各省のプロジェクト

土木学会の提言土木学会の提言

産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）の提言産業競争力懇談会（Ｃ Ｃ ） 提言
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国土交通省の無人化施工に関連するプロジェクト
国土交通
省

プロジェクト名
（予算）

年度 概要 概要図
省 （予算）

総合政策
局公共事
業企画調
整課

大規模災害に迅速に対
応可能な無人化施工技
術の推進
（１２百万円）

Ｈ２４ 遠隔操作式建設機械を迅速に災害現
場に集めて稼働させるため、接続仕様
の標準化を行い、迅速な災害復旧活動
を実現する。を実現す 。

大臣官房
技術調査
課

次世代無人化施工シス
テムの開発
（建設技術研究開発助成

Ｈ２４～
Ｈ２６

オペレーターが絶えず複数のモニ
ターを見ながら操縦する従来方式に代

課 （建設技術研究開発助成
制度 ８百万円）

（予定） わって、作業開始等の簡単な命令を与
えるだけで機械が自ら判断・作業するイ
ンテリジェント型の無人化施工システム
を研究・開発する。具体的には振動ロー
ラによる転圧作業と、ブレーカー付油圧

従来型

ラによる転圧作業と、ブレ カ 付油圧
ショベルの割岩作業を対象とする。
資料）申請者（大成建設）より

大臣官房
技術調査

無人化施工による応急
対応技術とその基盤とな
デ

Ｈ２４～
Ｈ２６

無人化施工による新型土嚢（どのう）を
用いた高速築堤技術や地盤改良技術

今回開発

課 るデジタル通信技術の開
発
（建設技術研究開発助成
制度 １２百万円）

（予定） 等を開発、研究を行う。

資料）申請者（（財）先端建設技術セン
ター）より

砂防部砂
防計画課

活火山地域における無
人調査を目的とした小型
不整地移動ロボット技術

Ｈ２３～
Ｈ２５
（予定）

火山地域にて不整地移動ロボットの
フィールド試験を実施し、実用に耐える
火山調査ロボットの技術開発を行う。

の研究開発
（河川砂防技術研究開発
公募）

資料）平成２３年度 河川砂防技術研究
開発公募 資料より 20



大規模災害に迅速に対応可能な無人化施工技術の推進

遠隔操作式建設機械を迅速に災害現場に集めて稼働させるため、接続仕様の標準化
を行い、迅速な災害復旧活動を実現する。
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各省の無人化施工に関連するプロジェクト

各省
プロジェクト名
（予算）

年度 概要 概要図
（予算）

総務省 災害対応に資するネット
ワーク・ロボット技術の研
究開発
（９８７百万円）

Ｈ２４～ ネットワークを通じた情報収集や情況分析を行う
ことにより、きめ細やかな動作ができるロボットを実
用化する研究開発を実施。

Ｎｏ Ｉｍａｇｅ
資料）「総務省の復興施策の取組状況の取りまと
め-公共インフラ以外の復興施策-」より

経済産業
省
（ＮＥＤＯ）

災害対応無人化システ
ム研究開発プロジェクト
（９９６百万円）

Ｈ２３～
Ｈ２４

作業員の立ち入りが困難な、狭隘で有害汚染物
質環境下にある設備内等において、作業現場に移
動し 各種モ タリング 無人作業を行うための作（ＮＥＤＯ） （９９６百万円） 動し、各種モニタリング、無人作業を行うための作
業移動機構等を開発。

資料）ＮＥＤＯ ホームページより
http://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100045.ht
ml

防衛省 ＣＢＲＮ対応遠隔操縦作
業車両システム
（研究試作総経費 ３,７０
０百万円）

Ｈ２３～
Ｈ２６

汚染地域等に遠方から投入し、現場に迅速に到
達して各種作業及び情報収集を実施可能。

資料）「平成24年度予算の概要」（防衛省技術研究０百万円） 資料）「平成24年度予算の概要」（防衛省技術研究
本部）より

防衛省 遠隔操縦式小型偵察シ
ステムの研究
（研究試作総経費 ６００
百万円）

Ｈ２４～
Ｈ２６

市街戦、また、テロや特殊災害によるＣＢＲＮ汚
染環境下等において、屋内や路地といった狭隘空
間の偵察任務を行うために使用。

料）「平成24年度予算の概要」（防衛省技術研究本料）「平成24年度予算の概要」（防衛省技術研究本
部）より
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土木学会 建設用ロボット委員会 提言
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産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）「推進テーマの提言」

『災害対応ロボットと運用システム』 ＷＧ２ 無人化施工システム『災害対応ロボットと運用システム』 ＷＧ２：無人化施工システム

24
平成24年7月13日 COCNフォーラム2012
日立ＧＥニュークリア・エナジー(株) 齊籐氏 資料より

※ 産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）については、参考資料を参照（Ｐ．５１）



産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）「推進テーマの提言」

『災害対応ロボットと運用システム』 ＷＧ２ 無人化施工システム『災害対応ロボットと運用システム』 ＷＧ２：無人化施工システム

25
平成24年7月13日 COCNフォーラム2012
日立ＧＥニュークリア・エナジー(株) 齊籐氏 資料より



参考資料参考資料
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【技術の変遷（１/４）】

西暦 工事 新工法・新工種・新材料 機械・ロボット・管理 経緯・法律・動向

1884 北陸本線・柳ヶ瀬T（1 352ｍ）完成（日本初1 000ｍ以上）1884 北陸本線 柳ヶ瀬T（1,352ｍ）完成（日本初1,000ｍ以上）

1900 篠ノ井線・冠着T（2,656ｍ）完成（日本初2,000ｍ以上）

1903 中央本線・笹子T（4,656ｍ）完成

1903 電気機関車によるずり運搬（笹子T）

1905 ダイナマイトの国内製造（陸軍）（日本初）

1914 近鉄・生駒T（3,388ｍ）完成

1916 覆工に ンクリ ト使用（房総線 鋸山T）

機械の導入

1916 覆工にコンクリート使用（房総線・鋸山T）

1925 吹付けモルタル（吹付けC原形）採用（内房線・鷹巣T）

1931 清水T（9,702ｍ）完成

1931 機械化施工実施（清水T）

1931 鉄筋C覆工の採用（伊東線・宇佐美T)

1934 丹那T（7,804ｍ）完成

NATMの要素技術の導入

機械の導入
1934 注入工、水平ボーリング実施（丹那T）

1944 大阪・安治川口河底T完成（日本初の沈埋T）

1948 オーストリアのラブセビッツが特許を取得

1952 ロックボルトの効果確認（Forcacava水力発電所工事）

1952 全断面掘削を適用（東京電力・幸知水力発電所導水路T）

1953 古レールを用いた鋼製支保工を採用（飯田線・大原T）1953 古レ ルを用いた鋼製支保工を採用（飯田線 大原T）

1953 全断面掘削および鋼製支保工を導入（中部電力・東田上発電所導水路T）

1953 全断面掘削、鋼製支保工およびスチールフォームを用いた覆工打設を採用（佐久間ダム導水路T）

1953 コンクリートポンプの採用（倶利伽羅T）

1958 関門国道T（3,461ｍ　当時世界最長の道路T）が完成

1958 ロックボルトを使用（岩日線・第三高野T）

1960 側壁導坑先進上部半断面工法（サイロ ト工法）の採用（北陸本線 北陸T）1960 側壁導坑先進上部半断面工法（サイロット工法）の採用（北陸本線・北陸T）

1961 防水工にPVCシートが採用

1962 北陸本線・北陸T（13,870ｍ）

1962 複線断面Tの機械化施工、斜坑や横坑を用いた工期短縮、底設導坑先進上部半断面工法の確立（北陸T）

1962 パイプルーフ工法を適用（東海道新幹線・第一熱海T）

1963 TBMの開発および実用化

1964

1964 ANFO爆薬の生産開始

1964 河川法が制定

1965 吹付コンクリートを試用（青函T）

ラブセビッツにより「New Austian
Tunneling Method」論文を発表
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【技術の変遷（２/４）】

西暦 工事 新工法・新工種・新材料 機械・ロボット・管理 経緯・法律・動向

1966 先進導坑でTBMを使用（青函T）1966 先進導坑でTBMを使用（青函T）

1967 TBMによる導坑掘削（北陸本線・木ノ浦T） 公害対策基本法が制定

1967 高速凝集沈殿シックナが開発

1968 試掘坑をTBMにて掘削（恵那山T 道路T初の採用）

1968 クライマー工法（斜坑）を実施（関西電力・木曽発電所）

1968 フランクフルト地下鉄でNATM工法が採用 騒音規制法の公布

1969 自由断面掘削機を使用（鹿児島本線・新城T）

機械化施工への移行

1969 ロードホールダンプの採用

1970 アジテータ付プレーサ（プレスクリート）を採用（山陽新幹線・安芸T）

1970 山陽新幹線・六甲T貫通（当時日本最長　16,250ｍ） 水質汚濁防止法の制定

1971 二軸反転コントラファンの登場

1971 濁水処理設備の設置（青函T）

1972 先進ボーリングを開発（青函T）

1972 ロックボルトを使用（北陸道・今庄T 道路T日本初）1972 ロックボルトを使用（北陸道・今庄T 道路T日本初）

1972 自由断面掘削機を使用（北陸道・高窪T 道路T日本初）

1972 Ｕ形可縮支保工を採用（上越新幹線・中山T）

1973 丸型シックナ、フィルタプレスを含む機械式濁水処理設備の採用開始

1974 アールベルグ道路T（13,972ｍ）完成（NATM工法） 京都大学・岡行俊が我が国にNATMを紹介

1974 トラクタショベル（サイドダンプ式）の採用

1974 防水工にEVAシートが採用 ユニット式防音ハウスの採用（コンプレッサ用）

日本初のNATM

1975 山陽新幹線・新関門T供用（当時日本最長　18,713ｍ）

1975 中央自動車道・恵那山T（8,649ｍ）供用

1975 含水爆薬（スラリー）をトンネル現場で適用 ITA総会で日本代表団がNATMの施工現場を視察

1975 世界で始めて油圧ジャンボを採用（東京電力・玉原発電所工事）

1976 上越新幹線・中山Tにて日本初のNATMの採用

1976 電気集塵機の試験実施（青函T導坑部）

1976 炭酸ガスにより前中和設備の採用 振動規制法の公布日本初のNATM1976 炭酸ガスにより前中和設備の採用 振動規制法の公布

1978 NATMの試験施工実施（東北新幹線・第一平石T他4T）

1978

1978 国道289号線・駒止トンネルにてNATMの採用（道路トンネル初のNATM）

1978 注入式（ウレタン系）フォアポーリングを実用実験鍋立山トンネル

1978 国産の湿式集塵機の開発・導入

1979 上越新幹線・大清水T貫通（当時日本最長 22,221ｍ） 「NATM計測指針に関する調査報告書」によ

東北新幹線・第一平石Tでレオポルド・
ミューラーが技術指導

1979 上越新幹線 大清水T貫通（当時日本最長　22,221ｍ）

1979 レイズボーラー工法（立坑）を実施（東京電力・新高瀬川発電所）

1979 成田空港線・成田空港T（大断面145ｍ2）着工

1979 アーティキュレートダンプによる坑内運搬

1979 乾式集塵機の輸入販売開始

「NATM計測指針に関する調査報告書」によ
り計測A,Bについての考え方を示し、計測管
理方法についても言及
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【技術の変遷（３/４）】

西暦 工事 新工法・新工種・新材料 機械・ロボット・管理 経緯・法律・動向

1980 計測工Aの定着（手作業でのデータ処理）1980 計測工Aの定着（手作業でのデ タ処理）

1980 膨張性地山初のNATM実施（和歌山県海南湯浅道路・藤白T）

1980 長尺水平ボーリングの世界記録（2,150ｍ）（青函T)

1980 関越道・関越Tで油圧削岩機を使用（道路T日本初）

1980 国産のファスナー風管φ1,200～1,300mmが登場

1980 防音扉の標準利用

1981 含水爆薬（エマルジョン系）の適用 国産のろ過式集塵機が開発 「NATM設計・積算暫定指針」の制定

管理手法確立

1981 含水爆薬（エマルジョン系）の適用 国産のろ過式集塵機が開発 NATM設計 積算暫定指針」の制定

1982 「NATM設計・施工指針（案）」の制定

1983 直接ひずみ制御法の定着

1983 大風量ファンの開発

1983 自動再生フィルタ式ろ過式集塵機の輸入販売

1984 TSL工法を採用（信濃川水力発電所導水路T） コンテナダンプ（キルナ）の採用（金剛山T）

1985 関越自動車道・関越T供用（現在日本最長の道路T 11,055ｍ）

「トンネルの設計施工資料集－NATM設計暫
定指針－」の制定

管理手法確立

機械の大型化

ICT化の動き

関越自動車道 関越 供用（現在日本最長の道路 , ）

1985 青函T貫通（世界最長の鉄道T 53,850ｍ）

1985 ECL採用（信濃川水力発電所導水路T） コンクリート吹付に吹付ロボットを導入

1986 CRD工法を採用（東葉高速鉄道・習志野台T）

1986 モルタル注入にMAIポンプを導入

1988 トンネル工事用ポータブル濁水処理設備の開発

1987 日本国有鉄道の分割民営化鉄 民営

1988 超近接４つ目Tの本四備讃線・鷲羽山T完成 スライドセントルの自動ケレン機、バイブレータロボット等の開発

1988 TBMによる斜坑掘削を実施（電源開発・下郷発電所）

1988 計測管理方法の確立（自動計測システムの普及）

1990 ユーロトンネル貫通（TBM 50,490ｍ） コンピュータジャンボの開発・導入

1990 大型機械を導入した掘削工法の試験工事実施

1990 大型コントラファンを使用した局所ファン併用の排気方式が主流となる

1990 防音シェルターハウスの採用

1991

1991 濁水処理設備で砂濾過方式の採用開始

1992 AGFを初めて採用（国道7号線・二ツ井西バイパスT）

1992 トレビチューブ工法を始めて採用（本四連絡道・舞子T）

1992 ANFO爆薬の適用 自由断面掘削機の能力アップ（300kWクラス）

「再生資源の利用の促進に関する法律」
（リサイクル法）の施行

1993 観察・計測の指針化、補助工法の計測（自動計測管理システムの確立）

1993 環境基本法の制定

1994 補助ベンチ付全断面掘削工法が確立 コンクリート配管システムの開発

1994 3,000ｍ3/minの大型ファン登場
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【技術の変遷（４/４）】

西暦 工事 新工法・新工種・新材料 機械・ロボット・管理 経緯・法律・動向

1995 北陸自動車道・山王トンネルⅡ期線工事にてTWSの開発1995 北陸自動車道 山王トンネルⅡ期線工事にてTWSの開発

1995 TBMトンネルにて連続ベルトコンベヤが導入

1995 TBM導坑先進拡幅工法の適用（第二東名・清水第三T)

1995 長野新幹線・五里ヶ峯Tで最大月進281ｍを記録

1995 自由断面掘削機の全断面掘削対応

1995 国産の再生フィルタ式ろ過式集塵機が開発

1996 高圧薄層脱水システムの開発（官民共同研究）1996 高圧薄層脱水システムの開発（官民共同研究）

1997 膨張性地山の鍋立山トンネルが完成 大断面中壁（CD）工法を採用（京都市営地下鉄）

1998 連続ベルトコンベヤが導入（TBM以外日本初 田上T（大断面山岳））

1998 電気集塵機の開発

1998 再生フィルタ式ろ過式集塵機の大型化（2,400ｍ3/min）

1998 「騒音に関わる環境基準について」の改定

1999 ANFOローダーを開発1999 ANFOロ ダ を開発

2000 コンピュータジャンボ（自動穿孔）の導入

2000

2000 電気集塵機の大型化（2,000ｍ3/min）

2000 再生フィルタ式ろ過式集塵機の大型化（3,000ｍ3/min）

2001 遠隔装填機の実用化

2002 東北新幹線・岩手一戸T完成（25,808ｍ　当時の世界最長の陸上T）

厚生労働省より「ずい道等建設工事におけ
る粉じん対策に関するガイドライン」制定

東北新幹線 岩手 戸 完成（ , 当時の世界最長の陸 ）

2002 ゼネラルジャンボ採用（岩手一戸T1991～2002）

2002 計測工Aの自動化、長期計測（計測データのウェブ化、総合化）

2002 自由断面掘削機の対応範囲拡大（能力アップ、掘削範囲拡大）

2002
建災防より「改定ずい道等建設工事におけ
る換気技術指針」発刊

2003 覆工の引抜きバイブレータシステム 日本鉄道建設公団の独立行政法人への改組

管理手法高度化

機械の大型化・自動化

ICT化の動き促進

覆 鉄 建設 法 改

2005 東北新幹線・八甲田T完成（当時の世界最長の陸上T） 総合評価方式の拡充

2006

2007 北陸新幹線・飯山T貫通 エレクター吹付けシステムの開発

2007 東海北陸道・飛騨T貫通（日本最大のTBM)

2009 覆工Cの養生パネルの開発

2010 爆薬の機械装填システムの開発

ICT化の動き促進2010 自動追尾式余掘り防止システムの開発

2011 エアレス吹付け工法の開発

2011 プラズマカプセル破砕工法の開発 覆工Cの湿潤養生システムの開発

2012
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【コンピュータジャンボ】
コンピュータジャンボは、搭載したコンピュータにトンネル線形、断面および発破
パターン等の必要なデータを入力することにより、全自動削孔することができる機械
である また 削孔データと発破後の断面の比較により 次の削孔にフィードバックである。また、削孔データと発破後の断面の比較により、次の削孔にフィードバック
することが可能である。
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【エレクター付コンクリート吹付システム】

エレクター付コンクリート吹付システムは、従来、別々の機械であったエレクター
台車とコンクリート吹付機を一体化したものである。本システムの導入により、機械
台数の削減による坑内人員の削減 安全性の確保が得られるとともに機械入替時間の台数の削減による坑内人員の削減、安全性の確保が得られるとともに機械入替時間の
削減によるサイクルタイムの短縮も可能となった。
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【山岳トンネル情報化施工支援システム】

本システムは、坑内に設置した自動追尾型トータルステーション、無線ユニット等
により、トンネル内空変位計測、地表面沈下計測、切羽観察等を行うシステムである。
本システムの採用により 計測作業の省力化および省人化となり 併せて帳票作成等本システムの採用により、計測作業の省力化および省人化となり、併せて帳票作成等
も効率化となる。
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（参考）これまでの山岳トンネル工事の変遷

【高品質トンネル覆工天端部締固めシステム】

本技術は、トンネル二次覆工の天端部コンクリートに対して専用バイブレータにより
締め固める技術で、従来は検査窓を閉じた後に打設する部分については締め固めていな
かった 本技術の活用により 天端部全体を締め固めることが出来き 覆工の品質向上かった。本技術の活用により、天端部全体を締め固めることが出来き、覆工の品質向上
が期待できる。

34



（参考）これまでのシールド工事の変遷
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（参考）これまでのシールド工事の変遷

【ロボット化開発の背景】
①シールド工事は技術開発を推進しやすい工種
・シールド工事は、施工に伴い作業場所が移動するが、トンネル内の作業環境に変化が
少なく 繰り返し作業が中心少なく、繰り返し作業が中心

・別工事への導入も容易であり、開発技術の継続的な検証も可能
②技術開発の必要性が明確
・事業のニーズが大断面化、大深度化、長距離化であり、これに伴い工事の高速化と省
力化が主流

【中央制御室での一元的統合管理が可能】
シールド工事のほぼ全ての作業は自動化が可能であるが、費用対効果により開発技術が
選択使用されている選択使用されている。

中央制御室

セグメント自動
昇降リフト

セグメントヤード

線形管理システム
（ﾚｰｻﾞｰﾀｰｹﾞｯﾄ）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ組立
ﾛﾎﾞｯﾄ

ｾｸﾞﾒﾝﾄ
供給装置

線形管理システム
（ﾚｰｻﾞｰﾄﾗﾝｼｯﾄ）

シールド機

【ｾｸﾞﾒﾝﾄ組立ﾛﾎﾞｯﾄ】
ﾞ 締 省 ﾞ

【多機能ﾛﾎﾞｯﾄ】
ﾞ 締 省 ﾞ

ｼﾞｬｯｷ制御ｼｽﾃﾑ
ｾｸﾞﾒﾝﾄ自動
搬送装置

多機能ﾛﾎﾞｯﾄ

・ﾎﾞﾙﾄ締結を省略したｾｸﾞ
ﾒﾝﾄの開発により高速化
がさらに進歩

・ﾎﾞﾙﾄ締結を省略したｾｸﾞﾒﾝﾄ
の開発により増締めが不要
となり利用機会が減少 36



（参考）これまでのシールド工事の変遷

【セグメント自動搬送】
シールド工事の高速化に伴い、本体構造であるセグメントを作業箇所へ効率よく供給す
るための一連のシステムが自動化されている。

中央制御室 セグメントド リ セグメントリフト

中央制御室

セグメント自動
昇降リフト

中央制御室 セグメントドーリー セグメントリフト

ｾｸﾞﾒﾝﾄｾｯﾀｰ ｾｸﾞﾒﾝﾄｾｯﾀｰ

セグメントドーリー

【セグメントセッター】
無人シャトルに自動で積
込むセグメントストック
装置

セグメント
自動
搬送装置

線形管理システム
（ﾚｰｻﾞｰﾀｰｹﾞｯﾄ）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ組立
ﾛﾎﾞｯﾄ

ｾｸﾞﾒﾝﾄ
供給装置

線形管理システム
（ﾚｰｻﾞｰﾄﾗﾝｼｯﾄ）

シールド機
セグメント供給装置

搬送装置

ｼﾞｬｯｷ制御ｼｽﾃﾑ
ｾｸﾞﾒﾝﾄ自動
搬送装置

無人シャトルで坑内へ搬送
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（参考）これまでのシールド工事の変遷

【特殊断面シールド】
有効な地下利用を実現するため、特殊断面を掘削可能な技術が開発された。

ＭＦシールド工法 Ｈ＆Ｖシールド工法

複円形シールド

ＤＯＴ工法

非

自由断面シールド工法 異形断面シールド工法
偏心多軸シールド工法

(ＤＰＬＥＸ)

非円形シールド
ワギングカッタ
シールド工法

掘削原理図スイングカッタ掘削状況遊星カッタ 掘削原理図
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（参考）これまでのシールド工事の変遷

【地中接合技術・カッタビット交換技術】
従来、地盤改良などにより補強した地盤を人力によりシールド機の前面を掘削して
実施していたシールド機の地中接続や長距離掘削により摩耗したカッタビットの交換
を機械的に行う技術が開発され 危険作業に対して安全性が格段に向上したを機械的に行う技術が開発され、危険作業に対して安全性が格段に向上した。

貫入リング挿入側
貫入リング受入側

【カッタビット交換技術（例）】

39



（参考）これまでのシールド工事の変遷

【自動管理システム】
シールド工事の掘進、排土、セグメント搬送、入坑者管理などを中央制御室で
一元管理が可能なシステムが実用化されている。
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（参考）これまでの無人化施工の変遷

【技術の変遷】

平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

2012

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成24年

2007 20082003 2004 2005 20061994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2010 2011

平成22年 平成23年

2009

○50ＧＨz簡易無線の実用化（1983） ○雲仙で中継局を使用した超遠隔施工を採用 ○谷沢川で無線LANによる超遠隔施工を実施

○雲仙で中継局を実験的に使用  （伝送距離 1,500m) ○無線LANの試験実施  （伝送距離 700m)

○特定小電力無線の実用化（1989） ○有珠山でダイレクト方式長距離伝送を実施 ○携帯電話通信による超長距離からの遠隔操縦

○50GHｚ簡易無線の自動旋回台実用化  （伝送距離 1,200m) ○樽前山で簡易無線のオムニアンテナを採用

○小電力データ通信の実用化（1992） ○雲仙で建設無線を使用 ○SS無線多重伝送の実用化 ○中越地震でSSデジタル映像を導入

 （伝送距離 800m) ○小エリア簡易無線の利用開始

無
線
伝
送
技

○光Fケーブルと各種無線に
よ
　る超長距離遠隔操作実験

○雲仙で5GHz無線LANの遠隔操作を実施

○携帯電話通信による
　操作信号＋映像伝送

○雲仙で重機制御・データ伝送にSS無線を使用 ○小エリア簡易無線モデム開発 ○2.4GHz（OFDM）映像の導入

 （伝送距離 150m) ○SSデジタル映像（500mW)の導入 ○25GHz帯無線LANの導入

○RTK-GPSでOn The Fly機能が可能になる。 ○SSデジタル映像（10mW)の導入

○雲仙で多数の特定小電力無線を同時に使用※建設無線協会設立 ○雲仙で1.2GHz帯映像無線を使用

 （伝送距離 150m)

技
術

○PHSによるデータ伝送利用

遠隔操縦技術の確立 長距離化、多様化 デジタル化、超長距離化

○成願寺川の復旧工事で無人水陸両用ブルドーザを使用（1969） ○北陸技術事務所が共用変換器を開発 ○北陸技術事務所が45tラフテレンクレーンの無人化に着手

○ALDシステムの開発

○北陸地方整備局立山砂防工事事務所で無人バックホウを採用（1983） ○九州技術事務所がロボQを開発 ○雲仙で無人測量車を採用

○雲仙で無人測量車を開発 ○雲仙でアジテータ付無人コンクリート運搬車を採用

○世界初の遠隔操作重機群による無人化施工実施 ○北海道開発局が無人調査機械（災害調査車・小型ヘリ）を開発

○移動操作室・カメラ車の導入

○重ダンプの無人機械開発 ○雲仙で無線中継専用車を採用

建
設
機
械
の
無
人
化

○無人特殊法肩締固機の開発

○九州技術事務所がクロQを開発

○ショベルガイダンスシステム

○ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ排土板自動制御

○GPSによる無人測量実施

○ ダ 無 機械開発 ○雲仙 無線中継専用車を採用

○クローラダンプの無人機械開発 ○雲仙で無人ポンプ車を使用

○ホィールローダの無人スイーパの実用化

※建設無人化施工協会設立 ○HRCシステムの開発

○雲仙で除石工事に無人化施工を採用 ○コンクリート型枠設置の無人化

○構造物解体工事への無人化適用

化

○雲仙でMC･MGの採用
（ブル、バックホウ）

○岩手・宮城内陸地震で
無人化施工実施○有珠山で橋梁撤去工を実施

○雲仙で着工前測量の
無人化（技術提案）

○鹿児島南大隅町深層崩壊で無人化施工実施

○東日本大震災で無人化施工実施

機械の開発・確立 工法等拡大に伴う機械の開発 情報化施工搭載型機械の導入

○構造物解体工事への無人化適用

○雲仙でGPSを用いた土工管理システムを採用 ○護床ブロック設置の無人化 ○無人スィーパ導入

○無人バックホウによるGPS現況測量実施 ○無人散水車の導入

○土嚢設置の無人化 ○雲仙で緑化工に無人化施工を採用 ○雲仙でRCC先行打設を実施

　（生育基盤材の散布） ○ケーソン据付けの無人化

○雲仙で砂防堰堤工事にRCC工法を採用

○GPSを使用した敷均し・転圧管理システムの導入

工
種
・
工
法
の
拡
大

○雲仙ではつり作業の
　無人化（技術提案）

○平板載荷試験の無人化
　（技術提案）

○雲仙で簡易式支持力
　測定器を無人で使用

○有珠山で橋梁撤去工を実施

○雲仙で施工管理に伴う
　測量の無人化（技術提
案）

○雲仙で丁張およびライ
ン
　引きの無人化（技術提
案）

○東日本大震災で無人化施工実施

○台風12号災害復旧で
　無人化施工実施

○濁沢川土砂崩落で
　無人化施工実施

○雲仙でﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄを
　無人で設置

○無人機械による転石破砕 ○中越地震で無人化施工実施

○三宅島で無人化施工実施 ○ISM工法の無人化施工実用化

○雲仙で鋼製スリット堰堤を無人で施工

○雲仙で砂防堰堤工事にCSG工法を採用

工法としての採用→工種拡大、雲仙→全国展開へ 施工管理面充実・情報化施工の導入
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（参考）これまでの無人化施工の変遷

【無人地盤反力測定システム】
本システムは、ブルドーザまたはバックホウに取り付けた地盤反力測定装置により、
無人化施工区域内の地盤反力を遠隔および無人にて収集・伝送するものである。計測は

従来とまったく同じ手法により行われる従来とまったく同じ手法により行われる。

ブルドーザへの試験装置の取付状況 無人化施工区域での実証試験状況無人化施工区域での実証試験状況

出典：日経コンストラクション、㈱大本組 42



（参考）これまでの無人化施工の変遷

【無人化転圧管理システム】

本システムは、無人化施工区域内のRCC打設の締固め回数および範囲を振動ローラに
取り付けたGPSおよび近接センサ等により行うものである。一般工事で使用されている
転圧管理システムと原理は同じであるが オペレ タが搭乗しないため システムの情転圧管理システムと原理は同じであるが、オペレータが搭乗しないため、システムの情
報は無線により、遠隔操作室のPCに表示される。
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（参考）これまでの無人化施工の変遷

【マシンコントロールシステム】

本システムは、GPS等により、ブルドーザの排土板の位置を計測し、敷均し高さを
高精度に管理するものである。本システムの使用により、現地での丁張を必要としない
作業を可能とするとともに 排土板自動制御により 作業の効率化と精度向上を実現す作業を可能とするとともに、排土板自動制御により、作業の効率化と精度向上を実現す
ることができる。

出典：㈱熊谷組 44



（参考）これまでの無人化施工の変遷

【無線LANによる遠隔操作】
本システムは、従来、特定小電力等で行われてきた遠隔操作を無線LANを使用して行

うものである。本システムにより、混信の防止、使用可能台数の増加を実現している。

5G帯アンテナ
無線種類 包括無線 備考

5GHz帯
周波数

5G帯無線
OWS2400-20

IEEE802.11J 固定局
5G帯アンテナ

4,920～5,080MHz

空中線電力 250mW以下

ch数 7ch

要

包括無線免許登録が必要

周波数

無線局免許

LAN-232C

アンテナケーブル

5G
帯
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ 5G

帯
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

中継台車
（移動カメラ車）

アクセスポイント台車
（移動カメラ車）

従事者免許 不要

技術基準適合証明 要

7～800ｍ程度

（条件による）
到達距離

基準局
ＧＰＳアンテナ

LAN-232Cアダプタ

LAN-232Cアダプタ

5G帯
無線
ＬＡＮ

5G帯無線ＬＡＮ

5G帯無線
OWS2400-20

IEEE802 11J固定局

5G帯アンテナ

5G帯アンテナ

5G帯ｱﾝﾃﾅ

IEEE802 .11J
移動体機器

電源

重機搭載 ＢＨ１　1.6m3
ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ
データ

LAN 232C
アダプタ

232C

232C

Hub

232C

ＢＨ１　1.6m3
ラジコン制御

5G帯ｱﾝﾃﾅ 重機搭載

IEEE802 11J LAN-232C

ＢＨ１　マシンガイダンス

ＢＨ１　ラジコン操作器

RS-232C

5G
帯
無
線
ＬＡ
Ｎ

IEEE802.11J 固定局

電源

232C

ブル1 ６３ｔ
ﾞ

RS-232C

IEEE802 .11J
移動体機器

LAN 232C
アダプタ

5G帯ｱﾝﾃﾅ 重機搭載

IEEE802 .11J
移動体機器

LAN-232C

アダプタ

ＢＨ２　4.0m3
ラジコン制御

ＢＨ２　ラジコン操作器

ブル１　ラジコン操作器

アンテナケーブル ラジコン制御
電源

232Cｽｲｯﾁﾝｸﾞ
HUB

RS-232C

操作室 45



（参考）国土交通省の技術開発・活用の取り組み

総合技術開発プロジェクト

建設技術に関する重要な研究課題のうち 特に緊急性が高く 対象分野の広い課題を取り上げ 行政部局

～産学官の連携による技術開発～

建設技術開発助成制度

建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上げ、行政部局
が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的、組織的に研究を実施する制度である。

～技術開発の助成～建設技術開発助成制度

国や地域の諸課題（地球温暖化、社会インフラの老朽化、少子高齢化等）の解決に資するための研究開発
テーマを国土交通省が示し、そのテーマに対し大学や民間等の先進的又は革新的な研究開発提案を公募し、
より優れた研究開発を選抜し助成する競争的資金制度である

技術開発の助成

新技術活用システム

より優れた研究開発を選抜し助成する競争的資金制度である。

～民間技術の活用～

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し、技術開発を促
進していくためのシステムである。平成18年8月より、新技術の峻別による有用な新技術の活用促進と技術の
スパイラルアップを目的として、事後評価に重点をおいて本格運用している。

総合評価落札方式
「価格」と「品質」が総合的に優れた調達を実現するために 品確法に位置づけられた落札者の決定方法である

～民間技術の活用～

「価格」と「品質」が総合的に優れた調達を実現するために、品確法に位置づけられた落札者の決定方法である。
民間企業の持つ優れた設計、施工方法に関する技術力を活かすことで、公共工事の総合的な価値を高めるこ
とが期待される。 46



（参考）総合技術開発プロジェクト

建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上
げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的、組織的に研究を実施す
る制度である。1972年度（昭和47年度）の創設以来、2008年度（平成20年度）までに「ロボッ
ト等によるIT施工システムの開発」等の56課題が終了している

○外部の専門家、有識者等からなる委員会において、事前・中間・事後評価を実施

ト等によるIT施工システムの開発」等の56課題が終了している。

課題名 H21 H22 H23 H24 H25 H26

成果は制度、技術基準や新技術、新工法の確立等に反映

課題名 H21 H22 H23 H24 H25 H26

高度な国土管理のための複数の衛星測位システム（マルチGNSS）によ
る高精度測位技術の開発

中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価

近
年
の 技術の開発

社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発

地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技術の開発

の
実
施
プ
ロ
ジ

低炭素・水素エネルギー活用社会に向けた都市システム技術の開発

社会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術の開発

多世代利用型超長期住宅及び宅地の形成・管理技術の開発

ジ
ェ
ク
ト

準天頂衛星による高精度測位補正に関する技術開発
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（参考）建設技術研究開発助成制度

制度の概要制度 概要

国や地域の諸課題（地球温暖化、社会インフラの老朽化、少子高齢化等）の解決に資するための研究開発
テーマを国土交通省が示し、そのテーマに対し大学や民間等の先進的又は革新的な研究開発提案を公募し、よ
り優れた研究開発を選抜し助成する競争的資金制度。

国及び地域における社会的課題

課題の把握 成果の社会還元
イノベ シ 創出

国土交通省
評価委員会

民間企業、大学等
の研究者

①行政施策上の課題解決に資する

技術開発テーマ提示 《公募》

②技術開発提案の応募

イノベーション創出

評価委員会 の研究者

③優れた技術開発へ助成審査・選抜 産学官の連携

実施内容

新成長戦略及び第４期科学技術基本計画（閣議決定）、科学・技術重点施策アクションプラン（総合科学技術会議等）を踏まえ、国土
交通政策上重要課題を解決するため技術研究開発に重点化を図る。 ＜技術開発課題：自然災害被害軽減、ストックマネジメント＞

実施内容

□ 政策課題解決型（一般タイプ）

新成長戦略や第４期科学技術基本計画において、中小企業技術革新制度の推進が謳われていることを踏まえ、地域の地理的又は社
会的な状況に精通し、地域の活力を支える中小企業を主な対象者とした技術研究開発を支援する枠組みを構築し、地域課題の解決を
通じ地域活性化を促す。 ＜技術開発課題：地域の地形・地質、気象、文化等の実情に応じた課題解決に資する技術研究開発＞

□ 政策課題解決型（中小企業タイプ）

気

東日本大震災を踏まえ、緊急性・重要性の高い技術研究開発を促進するため、液状化対策に関する課題を設定し、民間・大学の優れ
た技術研究開発に対し、競争的資金により助成。

□ 震災対応型
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（参考）公共工事等における新技術活用システム

民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等において積極的に活用・評価し、技
術開発を促進していくためのシステム。平成18年8月より、新技術の峻別による有用な新技術の
活用促進と技術のスパイラルアップを目的として、事後評価に重点をおいて本格運用している。
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（参考）総合評価落札方式

総合評価落札方式は、「価格」と「品質」が総合的に優れた調達を実現するために、品確法に位置づ
けられた落札者の決定方法である。民間企業の持つ優れた設計、施工方法に関する技術力を活かす
ことで、公共工事の総合的な価値を高める。

導入メリットの一例

・品質面でも競争することで公共工事自体の品質向上。

・建設業者の育成と技術力の向上。

価格のみの競争 総合評価落札方式
価格のみの競争 総合評価落札方式

価格

安全性耐久性

省資源

価格価格

環境

LCC
性能
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（参考）産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）
【本会について】

当会は、日本の産業競争力の強化に深い関心を持つ産業界の有志により、国の持続的
発展の基盤となる産業競争力を高めるため、科学技術政策、産業政策などの諸施策や
官民の役割分担を、産官学協力のもと合同検討により政策提言としてとりまとめ、関連機
関への働きかけを行い、実現を図る活動を行っております。
なお当会は、COCN（Council on Competitiveness-Nippon）と略称します。

【目的】【目的】
COCNは、国の持続的発展の基盤となる産業競争力を高めるため、科学技術政策、産
業政策などの諸施策や官民の役割分担を、産官学協力のもと合同検討により政策提言
としてとりまとめ 関連機関 の働きかけを行い 実現を図る活動を行 ておりますとしてとりまとめ、関連機関への働きかけを行い、実現を図る活動を行っております。

【事業内容】
1科学技術や産業政策等に関連する府省の大臣並びに国会議員との自由な意見交換1.科学技術や産業政策等に関連する府省の大臣並びに国会議員との自由な意見交換
の場を設け、広くわが国の経済活性化のための意見交換を行い、必要な事項について
下記2項に反映し推進をはかります。

2産業競争力強化のため 国全体として推進すべき具体的テーマを産官(学)で設定し2.産業競争力強化のため、国全体として推進すべき具体的テ マを産官(学)で設定し、
産官(学)協調して提言書をまとめます。

3.産業界出身総合科学技術会議議員との連携をはかり、活動を推進します。
4日本経済団体連合会、産業技術委員会担当常務理事と連携し、活動を推進します。
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4.日本経済団体連合会、産業技術委員会担当常務理事と連携し、活動を推進します。
5.提言書の実現をはかるべく関連機関への働きかけを行います。


